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（別添） 

 

 

 

 
医療法人徳洲会 福岡徳洲会病院 

公的医療機関等2025プラン 

 

 

 

 
平成２９年 9月 策定 
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【医療法人徳洲会 福岡徳洲会病院の基本情報】 

 

医療機関名：医療法人徳洲会 福岡徳洲会病院 

 

開設主体：医療法人徳洲会 

 

所在地：福岡県春日市須玖北4丁目5番地 

 

 

許可病床数：602床 

（病床の種別） 

一般：600床 感染：2床 

（病床機能別） 

高度急性期：58床 急性期：544床 

 

稼働病床数：602床 

（病床の種別） 

一般：600床 感染：2床 

（病床機能別） 

高度急性期：58床 急性期：544床 

 

診療科目： 

内科、神経内科、呼吸器内科、消化器内科、循環器内科、小児科、外科、整形外科、   

形成外科、脳神経外科、呼吸器外科、心臓血管外科、皮膚科、泌尿器科、こう門外科、  

産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、放射線診断科、放射線治療科、麻酔科、心療内科、    

アレルギー科、リウマチ科、リハビリテーション科、消化器外科、救急科、病理診断科、 

脳卒中内科、脳卒中外科、腎臓内科、肝臓内科、歯科、矯正歯科、小児歯科、歯科口腔外科 

 

職員数：（平成29年9月1日現在） 

 ・ 医師：161名 

 ・ 看護職員：713名 

 ・ 専門職：319名 

 ・ 事務職員：275名 
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【１．現状と課題】 

 

①  構想区域の現状 

 

・平成12年頃まで0歳から50歳代にかけて流入人口増加がみられていたが、近年は流入がな

くなってきており、平成22年の筑紫地区の総人口は422,301人で平成32年頃をピークに減少

に転じ、平成52年には402,852人になると予想されている。 

・65歳以上の高齢者人口は平成22年総人口の17.8％で平成52年には32.8％になると予想さ

れている。 

・75歳以上の後期高齢者人口は平成22年総人口の8.0％で平成52年には18.5％になると予想

されている。 

 
 

・当地区の病院数は平成26年現在26施設（内一般23施設）、一般診療所は288施設（内有床

診療所40施設） 

・許可病床は一般病床2,561床（病院1,980床、有床診療所581床）、療養病床1,614床（病院

1,551床、有床診療所63床） 

・一般病床の人口10万人当たりの病床数は588.3床で全国平均783.1床を下回っている。療

養病床の人口10万人当たりの病床数は370.7床で全国平均267.2床を上回っている。 

・病院の指定状況としては、地域医療支援病院が3施設、災害拠点病院が2施設、地域周産

期母子医療センターが1施設、地域がん診療病院が1施設、第二種感染症指定医療機関が2施

設、医師臨床研修病院が3施設、認知症医療センターが1施設となっている。 

・入院医療の提供状況は、高度急性期・急性期に対する64.5％が地域内完結をしている。

30.4％が福岡・糸島地区に流出している一方、朝倉地区の9.9％が流入している。主に回復

期に対する87.2％が自己完結しており、朝倉地区の16.5％が流入している。回復期リハビ

リテーション病床では45.5％が自己完結しており、37.4％が福岡・糸島地区に流出してい

る。主に慢性期に対応する療養病床では71.3％が自己完結しており、17.7％が福岡・糸島

地区へ流出している。 
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② 構想区域の課題 

  ・人口動態では他地区と異なり、人口増加が続く福岡・糸島地区のベッドタウンであるこ

とから平成32年頃まで増加が続く。しかし、近年は流入がなくなってきていることから急

速な高齢化が予想されている。 

  ・病床機能報告からもわかるように高度急性期以外、実情と大きな解離が生じている。今

後の病態変化として脳卒中や頚部骨折が増加することが明白で有り、高度急性期・急性期

の受け皿である回復期病床不足が顕著である。 

  ・在宅医療は、サービス付き高齢者住宅等を中心とした同一建物において多く実施されて

おり、居宅への訪問診療はまだ少ない現状がある。 

  ・今後、筑紫地区で進む急速な多死社会への対応のためには地域包括ケアネットワークの

構築が不可欠。 

 
 

 

 
 

 



5 

 

③  自施設の現状（H28年） 

・ 当院の理念として｢生命を安心して預けられる病院｣として年中無休・24時間オープン

を実践している。特に急性期救急医療に特化した診療を行っている。 

・ 救急搬入台数は10012件と県内はもとより全国でも有数の施設となっている。 

・ 搬入元は春日・大野城・那珂川地区が49.1％と最も多いが、当院の立地上（筑紫医療

圏の最北部）、博多・南区からの圏外から搬入されてくる患者は31.1％となっている 

・ 入院患者は1日平均539.3名で病床稼働率96.3％、平均在院日数13.8日となっている 

・ 入院診療圏は春日市が24.8％で次いで福岡市南区が15.1％、大野城市が14.6％、博多

区が13.8％となっており救急搬入同様圏外からも幅広く患者を受入れている 

・ 疾患構成としては狭心症疾患、肺炎疾患、小腸大腸の良性疾患という順になっている。 

・ 筑紫圏内の占有率（H27年）は狭心症疾患が70％、肺炎疾患が44％、小腸大腸の良性疾

患が37％となっている。また、当院は圏内で唯一地域周産期母子医療センターに指定

されていることもあり低出産体重に関連する障害の占有率が100％となっている。 

・ 圏内の他の地域医療支援病院と比較して循環器疾患、女性生殖器及び産褥期疾患、外

傷・熱傷・中毒疾患が多いのが特徴である。 

 

 

 
 

 

 

 

 

石川ベンジャミン光一先生［厚労省DPC調査（H27）］参照 
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石川ベンジャミン光一先生［厚労省DPC調査（H27）］参照 
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石川ベンジャミン光一先生［厚労省DPC調査（H27）］参照 

石川ベンジャミン光一先生［厚労省DPC調査（H27）］参照 
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④ 自施設の課題 

・ 高齢化と社会構造の変化により、急性期治療が終了したあとも当院を退院（転院）で

きないケースが増加してきている。回復期も含めた後方病床の十分な確保が急務であ

る。 

・ 精神科リエゾンが当院にはない。これまた、社会構造の変化により介入が必要と思わ

れる症例が増加してきている。よって救急の精神科リエゾンが必要不可欠。 

・ がん治療については圏域外から他医療圏への流出が多い現状を踏まえ、可能な限り地

域完結出来るような体制を構築すべきと考えている。 

 

 

【２．今後の方針】 ※ １．①～④を踏まえた、具体的な方針について記載 

 

①  地域において今後担うべき役割 

・ 救急医療の地域での役割を維持しつつ、救命救急センターも視野に入れた名実ともに

総合救急医療体制を構築していきたい 

・ 集中治療、周術期管理をさらに強化し、重症患者の受入れに取り組みたい。 

・ 急性心筋梗塞をはじめとする心疾患への役割。 

・ 24時間ｔ-PA治療を含む脳血管疾患への役割。 

・ 地域周産期母子医療センターとしての周産期医療への役割。 

・ 筑紫地区小児救急輪番制の取り組みを含めた小児救急医療の役割。 

・ 地域完結するためのがん治療の提供 

・ 社会構造の変化にともない、精神科リエゾンチームをはじめとした精神疾患への救急

からの早期介入 

・ 地域災害拠点病院としての役割 

 

②  今後持つべき病床機能 

・ 高度急性期病床 

※ICU・NICU・GCU・HCU等の高度急性期機能は維持していく方針だが、今後の必要病床

数については現状をベースとしながら人口動態や疾病構造の変化を踏まえた上で柔軟

に対応したい。 

  ・ 急性期病床 

    ※急性期医療の受け皿として、現状の病床を維持する方針だが、今後の必要病床数に

ついては現状をベースとしながら人口動態や疾病構造の変化を踏まえた上で柔軟に対

応したい。また、感染症病床の機能については今後も維持する 

 

 

③  その他見直すべき点 

・ 在院日数の短縮に伴い、近年の病床利用率は低下傾向にある。今後の医療需要の推移

を加味した上で最適な病床数と病床機能について検討を重ねていく。しかし、当院の

高度急性期機能を中心とした急性期機能を担う役割は変らない。 
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【３．具体的な計画】 ※ ２．①～③を踏まえた具体的な計画について記載 

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（平成28年度病床機能報告） 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期 58  58 

急性期 544  544 

回復期 0 → 0 

慢性期 0  0 

（合計） 602  602 

 

 

 ＜年次スケジュール＞ 

 取組内容 到達目標 （参考） 

関連施策等 

2017年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019～2020

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

2021～2023

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

第

７

次

医

療

計

画 

第７期 

介護保険 

事業計画 

２
年
間
程
度
で 

集
中
的
な
検
討
を
促
進 

第８期 

介護保険 

事業計画 
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② 診療科の見直しについて 

 検討の上、見直さない場合には、記載は不要とする。 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

 

→ 

 

新設  → 

 

廃止 

 

→  

変更・統合 

 

→ 

 

 

 

③ その他の数値目標について 

 

医療提供に関する項目 

・ 病床稼働率：100％ 

・ 手術室稼働率：70％ 

・ 紹介率：60％ 

・ 逆紹介率75％ 

経営に関する項目＊ 

・ 人件費率：50％ 

・ 医業収益に占める人材育成にかける費用（職員研修費等）の割合：1％ 

 その他： 

・ 地域医療介護総合確保基金の活用なし 

 

＊地域医療介護総合確保基金を活用する可能性がある場合には、記載を必須とする。 

 

【４．その他】 

（自由記載） 

  

 開院以来38年、筑紫医療圏で救急医療を中心とした急性期医療を展開してきた。特に脳卒中

・急性心筋梗塞・周産期・小児救急は地域医療の中心を担っている自負がある。今後はがん治

療についても放射線治療装置やPETを生かした地域完結できる体制に寄与したいと考えている。

加えて、社会構造の変化から認知症を含めた精神疾患への早期介入も必要不可欠であると考え

ている。 

 今後は回復期・慢性期あるいは在宅を担う医療機関や介護施設との連携をより一層強化する

ことで地域包括ケアの推進に取り組みたいと考える。  

 


